
地方創生に向けた空き家対策について

徳島県
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利用予定のない住宅の割合

徳島県

本県における「空き家」の状況
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特に，利用予定のない「空き家」の増加が加速

全国に比べ高い比率（全国４位）

住宅総数
約364,900戸

「空き家」
約64,000戸

17.5％(全国平均：13.5%)

利用予定のない「空き家」
約36,000戸

9.9％

空 き 家 の 内 訳

(全国平均：5.3%)

本県における「空き家」の状況

「空き家」は年々増加

利用予定のない「空き家」が
市部で 「１１戸に１戸」
町村部で 「９戸に１戸」
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空き家再生等推進事業（国の交付金事業 H20創設）

活用事業タイプ 除却事業タイプ

居住環境の整備改善を図るため、空き家住宅又は空き建築物

の活用を行う。

対象施設

本事業を実施しようとする際に使用されておらず、かつ、今後も従来

の用途に供される見込みのない空き家住宅又は空き建築物

※民間企業等又は個人に補助する場合は、地域コミュニティ維持・

再生の用途に１０年以上活用されるものに限る。

事業内容

空き家住宅及び空き建築物を、居住環境の整備改善及び地域の

活性化に資する滞在体験施設、交流施設、体験学習施設、創作活動

施設、文化施設等の用途に供するため、当該住宅等の取得（用地費

を除く。）、移転、増築、改築等を行う。

助成対象費用

○空き家住宅・空き建築物の改修等に要する費用

○空き家住宅・空き建築物の所有者の特定に要する費用

○空家等対策計画の策定等に必要な空き家住宅等の実態把握に

要する費用

事業主体 地方公共団体 民間（例）

負担割合

（ が

交付対象

限度額）

国費

地方公共団体

1/2

1/2

国費

地方公共団体

民間

1/3

1/3

1/3

居住環境の整備改善を図るため、不良住宅、空き家住宅又は

空き建築物の活用を行う。

対象施設

○不良住宅：住宅地区改良法第２条第４項に規定するもの

（空き家かどうかにかかわらず対象）

○空き家住宅、空き建築物：跡地が地域活性化のために供されるもの

助成対象費用

○不良住宅、空き家住宅又は空き建築物の除却等に要する費用

○不良住宅、空き家住宅又は空き建築物のの所有者の特定に要す

る費用

○空家等対策計画の策定等に必要な空き家住宅等の実態把握に

要する費用

事業主体 地方公共団体 民間（例）

負担割合

（ が

交付対象

限度額） 1/5

2/5

2/5国費

地方公共団体

地方公共団体

1/5

2/5

2/5国費

民間

地方公共団体
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本県における「空き家」の状況

対 策

空き家再生等推進事業（活用）

居住可能な「空き家・空き建築物の利活用」

事例１ 空き家を宿泊体験施設に再生（東祖谷・落合）

改修

事例２ 銭湯を地域の交流施設に再生（美波町・日和佐）

改修
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本県における「空き家」の状況

空き家再生等推進事業（除却）

対 策

老朽化して危険な「空き家・空き建築物の除却」

除却

所有者等

1/5

国
2/5

県費支援

1/51/5

市町村

○県費支援要件
・前面道路を1/2以上閉塞等し，避難等に支障を
きたす物件
・不良度判定基準で200点中100点以上の物件

徳島県老朽危険空き家・空き建築物除却支援事業（H25創設）

○負担割合 【H22～24】
2市町

計33戸（3年）

【H25】
7市町

51戸(実績)
大幅増

実施市町村・除却戸数の増大

H27は１９市町村で実施中

【H26】
15市町村

93戸（実績）

大幅増

○事業創設効果

＋
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増加傾向にある空き家を貴重な地域資源として有効に利活用し、
地方創生を推進していく必要がある。

空き家問題を解決するための課題

（１）空き家の実態把握【課題１】

空き家の実態把握は、空き家劣化状況や件数を現地で調査し、空き家等対策計画策定

の基礎資料とするとともに、利活用可能な空き家か老朽危険空き家を統一的に分類するこ

とが課題として考えられる。

（２）空き家の相談体制【課題２】

空き家に関する相談内容は、売買・賃貸・管理・補修・解体や、相続・税金に関すること、

周辺住民からの苦情等がある。相談体制の整備が課題として考えられる。

（３）空き家の適正管理【課題３】

管理が不十分な空き家は、防災、衛生、景観等の生活環境に深刻な影響を及ぼす。

空き家問題を共通認識にすることや、空き家を適正に管理する意識啓発が課題として考え

られる。

（４）空き家の除却促進【課題４】

老朽化した危険な空き家は除却を促進しなければならない。特定空家等に対しては、必

要な措置を講ずる必要がある。空き家の状態の判断基準の設定、除却促進のための支援

が課題として考えられる。

（５）空き家の利活用【課題５】

所有者の意向確認により、賃貸・売却の希望があった場合、利用希望者に対する情報提

供、需要とのマッチング、補修費用の負担が課題として考えられる。

空き家の課題

実態調査

現地調査

現状のまま利活用 除却

利活用
『課題５』

（所有者特定）

管
理
が
適
正

管
理
が
不
全

適正管理
『課題３』

事前調査

所有者判明（意向確認）

相談

不具合なし

売
却
・賃
貸

リ
フ
ォ
ー
ム

実態把握
『課題１』

所有者不明
相談体制
『課題２』

リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

除却促進
『課題４』

補修 利活用なし

除却
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地方創生に向けた空き家対策について

空き家の課題

実態調査

現地調査

現状のまま利活用 除却

利活用
『課題５』

（所有者特定）

管
理
が
適
正

管
理
が
不
全

適正管理
『課題３』

事前調査

所有者判明（意向確認）

相談

不具合なし

売
却
・賃
貸
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ォ
ー
ム

実態把握
『課題１』

所有者不明
相談体制
『課題２』

リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

除却促進
『課題４』

補修 利活用なし

除却

H27.9補正

検討が必要な課題(空き家の利活用【課題５】)

①空き家の改修費が高い（リフォーム、リノベーション）

②空き家所有者と移住希望者を地域でマッチングできる

人材が不足

③利用希望者が知りたい空き家情報が不足

（市町村が行 う空き家バンク等）

H25～

○空き家の除却促進【課題４】対策
→徳島県老朽危険空き家・空き建築物除却支援事業

○空き家の相談体制【課題２】対策

→『とくしま回帰』住宅対策総合支援センターの設置

○空き家の実態把握【議題１】、空き家の適正管理【課題３】

空き家の除却促進【課題４】、空き家の利活用【課題５】対策

→とくしま地方創生空き家判定士の認証・登録

○空き家の適正管理【課題３】対策

→空き家利活用等啓発推進事業の実施
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１

担当：住宅課

事業メニュー

「『とくしま回帰』空き家等利活用推進協議会(仮称)」の設置

施策の方向性

空き家の利活用による「住みたい『とくしま回帰』」の加速！

○「産学官金労言」の挙県一致 で、地方創生に係る空き家対策を総合的に推進
するための体制を整備

地方創生「住みたい徳島」推進事業
現状

＜とくしま人口ビジョン＞
・２０６０年の本県人口“６０～６５万人超”を確保！ 利用予定のない

空き家
56％

３ 「とくしま地方創生空き家判定士」の認証・登録

○空き家について、除却対象・利活用可能等を判定するため、建築士会等と連携し、

４ 「地方創生空き家判定マニュアル」の整備

○除却や利活用の統一的な判定に繋げるため、「地方創生空き家判定マニュアル」を整備

※２０名程度登録予定

５ 「空き家利活用等啓発推進事業」

○空き家の利活用等に関する、基調講演やシンポジウムを開催
◎コーディネーター：学識経験者
○パネリスト ：知事、建築士会ほか○利活用推進ホームページの開設

空き家の利活用を推進し「地方創生」に繋げる、ピンチをチャンスに！

課題

県・市町村

既存ストック
の有効活用

「とくしま地方創生空き家判定士」を育成し、認証・登録

市町村と連携し、
空き家の現況調査に着手

建築士会等と連携

■本県の空き家数６．４万戸、率１７．５％でワースト５位
※うち、利用予定のない空き家は３．６万戸（５６％）

協議会会員

学識経験者 建築士会 宅建協会等

マスコミ

NPO関係者 金融関係者 介護・子育て等福祉関係者

今後も
空き家数
は増加

除却対象と利活用可能な
ものの判定が必要

市町村には建築士が不足

２ 「『とくしま回帰』住宅対策総合支援センター(仮称) 」の創設

○利活用のコーディネートを含めたワンストップの総合窓口 「とくしま移住交流促進センター」連携

全国初

既存ストックの有効活用へ
公社の方向転換

全国初

徳島県住宅供給公社
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